
２．補助対象期間における損益の実績【地域内フィーダー系統(路線型(路線定期・路線不定期)運行)】 別添資料　※１

平成30年度　フィーダー系統交付申請書

千円 0千円 千円 （平成30年11月30日付け提出）
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３．キロ当たり補助対象経常費用

４．補助対象系統ごとの国庫補助金申請額、負担者とその負担割合
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下関市 4 km 円 円 円 190 千円
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「その他の者」の具体的概要

事業者自己負担

負担額 負担額 負担割合 負担額 負担割合 負担額 負担割合負担割合

山 陽 204円. 57銭 204円. 57銭349円. 30銭

経常収支率

営業外損益

2,411

49,383

-46,972

241,390
補助対象期間の
実車走行キロ(ロ)

補助ブロック名
補助対象事業者の実車
走行キロ当たり経常費用
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キロ当たり経常費用
ハとニのいずれか少ない額
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補助対象期間の
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営業収益 営業外収益 経常収益

営業費用 営業外費用 経常費用(イ)
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79.54

1,205.5 千円

548.0 千円 507 千円

レ

792 千円

回 回

37.88
復 0.0km

復 0.0km

1,407,966 円

1,096,943 円

1,713,540 円

補助対象経費

1,713,540

411,073

回333 回

ワ×リ = カ

申請
番号

都道府県

回

実車走行キロ

ヌ

補助対象系統の
経常収益

ヲ

補助対象
経常費用

補助対象経常費用
から経常収益を
控除した額

ル - ヲ = ワ

879

2,270

申請
番号

53,300

357,365

その他の者

13,536

下関市
杢路子
線

下杢路子
下八道
鷹子
庭田

一ノ俣
上浮石
秋葉
稲見

回 100%

100%

合計

下関市 今出線

下関市
一の瀬
線

下関市
一の俣
線

下関市
樅ノ木
保木線

往 18.2km

復 18.2km
100%

100%

100%

7,509

1,199,393

64.87

58.82

豊田
総合
支所
豊田
総合
支所
菊川
ﾊﾞｽ
ﾀｰﾐﾅﾙ

216

217

194

63

546

0

0

14

0

0

回

245

回

ホ×ヌ = ル



20.「補助対象系統の経常収益」については、補助対象期間における各補助対象系統の経常収益の実績額を記載すること。

 3.補助対象期間中の一般乗合旅客自動車運送事業(自家用有償旅客運送)と他の事業を兼業している場合の関連収益及び費用の配分については、原則として、自動車運送事業に係る収益及び
費用並びに固定資産の配分基準について(昭和52年５月17日付け自総第338号、自旅第151号、自貨第55号)によること。

18.「実車走行キロ」は、小数点第１位(第２位以下切り捨て)まで算出して記載すること。

21.「補助対象経費」については、(カ)の金額を記載する(千円未満の端数は切り捨てること)。
22.「補助対象経費の１／２」については、系統ごとに百円単位(0.5千円)まで記載することとし、合計の千円未満の端数は切り捨てること。
23.「国庫補助上限額」については、市区町村等が当該市区町村等に係る国庫補助上限額のうち、各事業者の系統ごとに按分した額を記載することとし、千円未満の端数は切り捨てること。

2.様式第１－５の運行系統別輸送実績。

(2) 添付書類
1.補助対象期間に係る旅客自動車運送事業等報告規則第２条第２項の「事業報告書」又は自家用有償旅客運送の損益明細表。

17.「補助ブロック外乗り入れ部分及び同一補助ブロック市区町村外乗り入れ部分以外のキロ程の比率」は、％以下第３位(小数点第４位切り捨て)まで算出して記載すること。

 8.申請番号は、事業者及び系統ごとに一連番号とすること。なお、１系統が２つ以上の補助ブロックにまたがる場合は、その比率に応じ低い方をカッコ書きの番号とすること。

 6.「地域キロ当たり標準経常費用」は、補助ブロックを管轄する地方運輸局等が通知した数値によること。
 7.キロ当たり補助対象経常費用の計算上生じた単位未満の端数は切り捨てること。

15.「系統キロ程」、「補助ブロック外乗入部分のキロ程」及び「市区町村外乗入部分のキロ程」は、小数点第１位(第２位以下切り捨て)まで算出すること。なお、循環系統の場合には、往
又は復のどちらかの欄にキロ程を記載し、もう片方の欄に「循環」と記載すること。
16.「同一補助ブロック市区町村外乗入部分のキロ程」については、同一補助ブロック内における市区町村外乗入部分のキロ程を記載することとし、補助ブロックが異なる市区町村外乗入部

(1) 記載要領

 5.「補助ブロック名」は、補助金交付要綱別表６の名称を記載すること。

 1.乗合バス事業の収益、実車走行キロについては、高速バス及び定期観光バス等を除き、費用については、高速バス及び定期観光バス等並びに補助対象期間(補助金交付要綱第５条で定める
期間)における補助金交付要綱第２編第１章第３節に係る経常費用を除くこと。
 2.補助対象事業者の決算期間が補助対象期間と相違している事業者については、補助対象期間の仮決算を行い、その損益状況を損益状況欄に記載すること。

10.「計画運行回数」については、大臣に認定された生活交通確保維持改善計画に記載された回数を転載すること。
11.「実績運行回数」については、補助対象期間中に運行した回数を記載すること。
12.「運休回数」については、計画運行回数のうち、補助対象期間中に運休した回数を記載すること。

13.「運休回数のうち１２条２項ただし書によりやむを得ないとして大臣が認めた回数」については、補助対象期間中に運休した回数のうち、天災その他やむを得ない事情がある場合による
回数を記載すること。

 9.「再編特例措置」については、地域公共交通再編実施計画の認定を受け、地域内フィーダー系統に係る特例措置の適用(別表９)を受けて補助対象となる場合のみ「○」を記載する。

 4.「補助対象期間の損益状況」については、消費税相当額を控除した額を記載すること。

19.「補助対象経常費用」は、円未満の端数を切り捨てること。

14.「運行割合」は、小数点第２位(第３位以下切り捨て)まで算出して記載すること。



地域公共交通確保維持改善事業実施要領【一部抜粋】 

 

２．地域公共交通確保維持事業について 

（１）陸上交通に係る確保維持事業 

 

⑬ 地域内フィーダー系統に係る確保維持改善計画に記載された補助対象期

間中の計画運行回数と実績運行回数に著しく乖離が生じた場合等における

補助金交付申請の取り扱いについて 

 

ア．路線型（路線定期運行又は路線不定期運行）については、確保維持改善

計画に記載された補助対象期間中の計画運行回数に対する実績運行回数の

運行割合が 30％に満たなかった系統については、補助金交付申請の対象外

とする。 


